
明和町商工会「経営発達支援計画」 金融機関ヒアリング調査 

1. 調査概要 

【調査対象：明和町内金融機関 3 社】、【調査方法：調査票によるアンケート方式】、【回答数：3 社】 

【支店管内の景気動向（2024 年 9 月 30 日現在）】 

 

ヒアリング項目 A 金融機関 B 金融機関 C 金融機関 

直近の業況 コロナ禍が終息し、企業

業績への影響は解消しつつ

あるが、飲食業などコロナ

前に回復していない業種も

見られる。建設業（特に個人

住宅等を手掛ける企業）に

ついては、住宅着工件数が

減少しており、弱含みであ

る。 

 

 全体的に仕事量は多くある

状況で企業の景況感として

は、堅調な状況と感じている。 

 

 コロナ禍の収束により社

会経済活動の正常化が進む

中で、業況が回復傾向・堅調

にあるとの企業は少なく、

資金繰りが厳しい企業から

の相談が増加している。 

今後の見通し 物価上昇に伴う各種仕入

代金の上昇を販売価格に転

嫁できない企業は、収益が

悪化する懸念がある。 

 経済活動は正常にある様子

だが、更に 10 月の商品・物の

値上げがあり、原油価格・原

材料価格の高騰の頭打ちが見

えず、価格転嫁効果も出てき

ているが、先々、不安視はあ

る。 

 人口減少・少子高齢化等

に伴う人手不足や政府の要

請を踏まえた賃上げ対応、

海外情勢の緊張の高まりや

円安等を起因とする原材料

価格の高騰及び価格転換の

問題など、引き続き厳しい

経営環境にある。 

経営資源 

雇用（ヒト） 

 従業員の高齢化が進む一

方で、若年層が都市部等へ

流出しており、後進の人材

が確保できない。5～10 年後

には高齢者が働けなくな

り、技術やノウハウの伝承

が行えなくなる懸念あり。 

 

全体的に業種問わず人材不

足の声を聞く。 

 人手不足の声が目立つ

が、近時では賃金上昇の対

応が企業に与える負担が大

きいとの声が聞こえる。 

 人材確保も困難で、確保

の手段・ツールを問われる

ケースが多くなってきてい

る。 

経営資源 

設備投資（モノ） 

 営業車両購入、事務所改

装などの小口の設備需要は

あるものの、工場新設や機

械購入など、大型の設備投

資需要は乏しい。 

 新型コロナ感染症が 5 類に

移行し、しばらく様子見が伺

えたが、徐々にこれまで停滞

していた機械設備の更新・工

場拡張等の箱物ニーズが徐々

に顕在化されてきた感じを受

けている。 

 

活発にはなっておらず、

一部の企業から相談があ

る。脱炭素やＤＸに向けた

設備投資需要はあるが、投

資効果を見計らって抑制し

ている企業が多い。 



ヒアリング項目 A 金融機関 B 金融機関 C 金融機関 

経営資源 

資金繰り（カネ） 

 ゼロゼロ融資の償還開始

に伴い、伴走支援制度を活

用した巻替えにより資金繰

りを手当てしている企業も

多くある。今後、金利上昇が

見込まれており、長期的に

は企業の負担増加に繋がる

可能性が高い。 

企業の収益性は維持してい

るところが見られ全体的には

安定している感じを受ける。

9 月以降、全国的に各金融機

関の短プラ改正による金利上

昇も従来、囁かれていたこと

から理解ある反応であった。 

 昨年度からゼロゼロ融資

の元金返済が概ね開始され

ている中、収益面が回復し

ておらず、資金繰りが厳し

い企業からの相談が散見さ

れる。伴走支援も終了して

おり、保証料負担も毛嫌い

されるケースもある。ここ

にきて追加融資が難しい状

況にある企業が多くなって

きている感あり。 

好調な業界・ 

注目している業界 

業界：高齢者福祉、障害者福

祉 

 

理由：少子高齢化により、親

の介護や障がいを持つ子息

の自宅での介護が難しくな

りつつある。 

業界：観光業  

 

 

理由：ホテルなどの宿泊稼働

率向上と円安によるインバウ

ンドの影響があり、持ち直し

傾向にあると感じている。 

業界：地元建築業並びに不動

産販売業 

 

理由：明和町や玉城町エリア

での戸建需要が好調であ

り、商品土地仕入資金の資

金相談相次ぐ。 

不振と考えている・ 

注意している業界 

業界：建設業（個人住宅等） 

 

理由：資材価格高騰による収

益悪化。住宅ローン金利上

昇による住宅着工件数の減

少。 

業界：建設・住宅業界  

 

理由： 住宅着工数が 7 カ月連

続で減少。省エネ住宅の台頭

でサッシなど建築資材の出荷

量が減少しており、先行き懸

念している声を聞く。 

業界：製造業 

 

理由：製造業においては、原

材料高騰の影響大きく、ま

た、価格転換が十分にでき

ていない下請企業が多い。 

 

 


